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１．保健所の概要について
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千葉県の保健所

• 県型保健所：13ヶ所

• 市型保健所：３ヶ所

【指定都市】

千葉市保健所

【中核市】

船橋市保健所

柏市保健所
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千葉県の保健所

保健所＋福祉事務所

⇒保健所（健康福祉センター）
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印旛保健所の職員数
内・成田支所職員数職種

１名２９名事務職

１２名５９名技術職

０名１名医師

２名７名獣医師

３名１１名薬剤師

７名２６名保健師

０名３名管理栄養士

０名６名臨床検査技師

０名１名診療放射線技師

０名４名精神保健福祉相談員

１３名８８名合計

令和7年10月1日現在
6
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保健所幹部

• 所長（センター長）：医師

• 副技監（副センター長）：保健師

―地域保健課、地域福祉課

• 次長（副センター長）：行政職

―総務課、監査指導課、生活保護課

次長（副センター長）：薬剤師

―企画課、疾病対策課、生活衛生課、食品機動監視課、

―検査課

• 成田支所長：保健師

7



保健所の組織（１０課）
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【保健所機能】

• 総務課→庶務、防災

• 企画課→医務、薬務、災害医療

• 地域保健課→母子保健、精神、栄養、難病

• 疾病対策課→感染症、結核

• 生活衛生課→食品、動物、環境

• 食品機動監視課→広域流通食品

• 検査課→微生物検査

【福祉事務所機能】

• 地域福祉課→児童福祉、ひとり親支援、障害者福祉、ＤＶ相談 等

• 生活保護課→生活保護の実施

• 監査指導課→社会福祉法人等の指導監査

P.12



保健所の業務
• 健康危機管理：食中毒、感染症、精神
• 調整業務：地域医療構想調整会議、地域職域連携会議など
• 窓口業務・電話相談：申請（住民と法人）と相談
• 市町を経由しての申請：母子父子寡婦福祉資金、特別児童

扶養手当
〃（町のみ） ：児童扶養手当、生活保護

• 診療所機能：結核健診、ＨＩＶ検査
• 指導業務（監視・監査・立入） ：出張しての業務

病院、食品営業、理美容、ビル管理、動物、
社会福祉法人など

• 調査事業：人口動態統計、国民健康栄養調査など
• 検査業務：微生物検査（臨床検査、食品衛生など）
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令和７年度から千葉県難病助成事務センターの設置
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保健所で受け付けていた指定難病・小児慢性特定疾病医療費に関する問い合わ
せ・申請等の業務の実施（令和７年度は、印旛・習志野保健所のみ実施）

保健所にはリモート窓口を設置し、事務センター職員が保健所来所者の応対

保健師等が行う患者支援は、引き続き保健所で実施



２．保健所の業務について
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健康危機管理

① 感染症

・新型インフルエンザ等の新興感染症

・感染症の集団発生事案

② 食中毒

③ 精神障害：自傷他害のおそれ

その他、医薬品、飲料水、毒物劇物など
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２－１．地域医療
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病院への立入検査（年に１回）
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注）令和7年度は予定数です。

7年６年５年４年３年２年元年令和

２０２5２０２４２０２３２０２２２０２１２０２０２０１９西暦

３０３０３０４００３０定例対面

０００２６３０００定例書面

P.27



地域医療構想調整会議
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• 印旛２次医療圏が対象
• 印旛保健所
• 委員２４名
• 病院数：３０
• 病床の機能分化と連携をメインテーマ
• 令和7年度は２回開催予定

第１回：令和7年7月30日（ハイブリッド開催）
・医療機関毎の具体的対応方針
・病床機能再編支援事業
・病床配分の方向性
・地域医療提供体制データ分析チーム構築支援事業

第２回：令和8年２～３月（予定）
・医療機関毎の具体的対応方針
・非稼働病棟
・紹介受診重点医療機関の選定

P.41



２－２．結核・感染症
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日本における結核の課題（令和６年）

① 高齢患者

（令和６年の新登録結核患者数全体のうち）

６５歳以上：６４.４％

８０歳以上：４２.７％

② 外国出生患者

（令和６年新登録結核患者総数のうち）

全体の１９.７％

２０歳代に限ると９０.０％

17



結核罹患率（令和６年）

罹患率（人口１０万対）

８.１全国

７.８千葉県

９.８管内
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管内の結核新登録患者数の推移
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管内の年齢別新登録患者数（令和６年）
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P.116

0～9歳(3人)
10～19歳(1人)

20～29歳(12人)

30～39歳(4人)

40～49歳(5人)

50～59歳(7人)60～69

歳(6人)

70～79歳(14人)

80～89歳(14人)

90歳～(4人)

N=70



外国出生の結核患者数（令和６年）
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新登録者数国名

８人インドネシア

４人フィリピン

各２人ベトナム、アフガニスタン

各１人バングラディシュ、
パキスタン、モンゴル

１９人（２７.１％）合計



３類感染症の発生状況等（令和６年）
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届出受理数（件）疾患名

－コレラ

１細菌性赤痢

１４腸管出血性大腸菌

１腸チフス

－パラチフス

• 定点把握対象疾患の状況

インフルエンザ：１２,５８７人 、COVID-19：１１,６７１人

感染性胃腸炎：５,８１９人

P.124



管内感染症情報のメールでの配信
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週１回、メールマガジンの形で医療機関、教育委員会、
市町などに配信（平成２６年１０月開始）

【参加状況】１５０か所（令和７年９月現在）

病院：２８ 診療所：3 薬局：２５

市教育委員会：８ 市町保健部門：９

市町消防本部：２

保育所等：３２ 社会福祉施設：２６

その他：医師会、歯科医師会、空港等



２－３．食品衛生
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食中毒の発生件数

25

７６５４３令和(年度)

２０２５２０２４２０２３２０２２２０２１西暦

０0２０１件数

（0）（0）（１）（０）（１）

０0５２０２１患者数

（0）（0）（５１）（０）（２１）

注）令和７年度は９月３０日現在。
（ ）内は支所再掲。

P.144
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食品営業施設への指導（法改正後）
P.138～139

７６５令和（年度）

２０２５２０２４２０２３西暦

7,034
（2,754）

7,168
（2,840）

7,297
（2,857）

要許可施設数
（許可件数）

878
（267）

2,414
（1,047）

2,528
（1,051）

監視件数

注）・令和７年度は９月３０日現在の実績
・（ ）内は支所再掲



食品機動監視課の食品衛生監視
業務実績（製造業等）
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７６５令和

２０２５２０２４２０２３西暦

５９９６２０６４６要許可施設数
（許可件数）

２０３４４４３７６監視件数

注）令和７年度は９月３０日現在の実績。

食品機動監視課の所掌施設は、本所及び支所管内の公設市場、大規模製造業、
大規模小売店舗、容器包装製造施設（許可不要）

P.167～171



２－４．検査
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検査課の業務

令和７年度
（８月末現在）

令和６年度
実績

概 要検査の種類

3,005件7,269件平常時の感染症対策（月3回受付）腸内細菌検査

120検体
―

300検体
―

・HIV・肝炎・性感染症検査
・尿検査（原爆被爆者健診）

臨床検査

26検体28検体管内施設から収去した食品の検査食品衛生検査

78検体
42検体

72検体
235検体

・感染症発生に伴う検査
・食中毒及び苦情食品等の検査

（原因検索）

健康危機管理
検査

P.160～164



２－５．精神保健
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主要事業

• 相談・援助
– 精神保健福祉相談員、保健師による電話、面接等

– 精神科医師による定例相談（予約制）

• 精神保健福祉法に基づく通報、診察、入院
– 警察官等による通報、措置診察・入院

• 市町等関係機関との連携、協力

• 精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築推進事業
– 保健・医療・福祉関係者等による協議の場の創設、

関係機関・当事者・ピアサポーター・家族等との重層的な連携を構築

P.68



令和６年度の措置入院者数
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・自傷他害のおそれのある精神患者が対象
・精神保健指定医2名が診察を実施し、2名共入院の必要ありと判断した場合

知事の権限で入院

保健所への通報 ７３件 内訳：警察４０件
↓ 検察官１５件

矯正施設１８件
保健所の調査

↓
精神保健指定医の診察 ３３件（全通報数の４５.２％）

↓
要措置入院 ２７件（全通報数の３６.９％）

↓
入院医療機関への搬送

P.69



印旛保健所の通報件数
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P.69
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印旛保健所の通報件数
～被通報者の状況及び外国人対応～

34

管外住民のうち
外国籍者

管外住民通報件数

１４件２４件（２８．２％）８５件令和5年度

１０件２６件（３５．６％）７３件令和6年度

１１件１４件（２６．９％）５２件令和7年度

※令和7年度は9月末日までの数



２－６．申請事業
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特定医療費（指定難病）受給件数
P.78
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指定難病医療費助成制度受給者内訳(令和6年度）

パーキンソン病 14%

潰瘍性大腸炎

13%

全身性ｴﾘﾃﾏﾄｰﾃﾞｽ

6%

クローン病 5%

脊髄小脳変性症

3%
網膜色素変性症 3%

その他

56%
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小児慢性特定疾病医療費助成制度受給者件数
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２－７ ．福祉業務
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福祉業務（令和６年度）

40

○児童扶養手当
ひとり親家庭や、親と一緒に生活していない児童を養育する家庭の生活と

自立を助け、児童の福祉の増進を図ることを目的として、児童を監護してい
る母又は父、あるいは父母に代わって養育する者に対して支給される手当

令和６年度受給者数： ２１４人（酒々井町、栄町のみ）

○特別児童扶養手当
家庭で介護されている障害のある児童（20歳未満）の福祉の増進を図り、

その生活に寄与することを目的として、児童の父母又は養育者に対して支給
される手当

令和６年度受給者数：１，０８７人（管内７市２町）

P.91、93
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配偶者暴力相談支援事業（DV相談）
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２－８ ．生活保護
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被保護世帯・人員・保護率（対象：酒々井町・栄町）
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生活保護業務（令和６年度）

157

世帯, 

59%

６８世帯、

２５％

11世帯、４％

３２世帯、

１２％

被保護世帯類型別構成比

高齢世帯 傷病・障害世帯
母子世帯 その他世帯

被保護世帯への訪問活動は、地
区担当員４名で１，２６８件の訪
問を実施しました。

廃止世帯のうち、２世帯につい
ては稼働収入の増加により、廃止
となりました。

P.107～108
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２－９ ．監査指導



監査指導業務（令和７年度）

46

監査対象の地域

印旛・香取・海匝の保健所管内(16市町)

• 監査対象となる社会福祉法人、社会福祉施設等
３，０３６件

• 令和７年度の監査予定 ８７３件

(５月から９月末までに４１４件、実施率４７．４％)



監査指導対象施設数のうち
老人ホーム、保育所等

47
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成田支所の概要

• 昭和53年4月1日、新東京国際空港（現、成田国際空港）の開港に伴い開設

• 管轄は、成田市及び富里市

• 人口：18３,５９８人

• 世帯数：8７,９９３世帯

• 管内面積：267.72平方キロメートル

• 職員数 13名

• 構成

支所長（保健師１）、庶務（事務１）

生活衛生Ｇ（獣医師２、薬剤師３）

保健対策Ｇ（保健師６）

48

P.177



成田支所の業務

生活衛生グループ
・食品営業施設に係る許認可及び指導に関すること

・健康危機事案（食中毒や違反食品）に係る原因究明調査に関すること

・動物取扱業に係る許認可及び指導、動物による危害防止に関すること

・生活衛生施設に係る許認可及び指導に関すること

・建築物の衛生環境確保に関すること

保健対策グループ
・感染症（結核を含む）予防対策に関すること

・ＨＩＶ等性感染症の検査・相談に関すること

・指定難病の医療費助成（新規申請）及び相談に関すること

・小児慢性特定疾病の医療費助成（新規申請）及び相談に関すること

49



３．今後の健康危機対応について
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成田空港検疫所との連携

顔の見える関係づくり（今年度の活動）

検疫所・保健所の連携会議

第１回 令和7年６月17日

第２回 令和8年2月 3日予定

成田空港検疫所感染症措置訓練に参加

（令和7年11月27日）
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検疫感染症措置訓練

中東呼吸器症候群（MERS※）

患者の対応

52

※MERSとは
中東地域で広く発生している重症

呼吸器感染症。
ヒトコブラクダが感染源動物であ

ると言われており、MERSが発生し
ている中東地域では、ラクダと接触
したり、ラクダの未加熱肉や未殺菌
乳を摂取することで感染するリスク
がある。
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災害・感染症のリモート会議

【健康危機発生時】

保健所と災害拠点病院・感染症指定医療機関が連携

管内３０病院、９市町、５消防、５警察、医師会等の関
係機関がリモートで参加。

【通常期】

災害拠点病院を中心とした研修と訓練

感染症指定医療機関を中心とした研修
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